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 福井県立病院使用料および手数料徴収条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年２月２５日 

      福井県知事 杉本 達治 

福井県規則第２号 

   福井県立病院使用料および手数料徴収条例施行規則の一部を改正する規則 

 福井県立病院使用料および手数料徴収条例施行規則（昭和２５年福井県規則第２７号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

改正後 改正前 

別表（第３条関係） 

区分 金額 

１～３１ （略） （略） 

３２ （略） （略） 

３３ コロナウイルス（小児用） １万５，５７０円 
 

別表（第３条関係） 

区分 金額 

１～３１ （略） （略） 

３２ （略） （略） 

 

告 　 示
福井県告示第６９号
　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２の規定により指定介護機関から
その業務を廃止する旨の届出があったので、同法第５５条の３の規定により、次のとおり
告示する。
　　令和７年２月２５日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治

指定介護機関
番号

サービスの種類 届出事項 名称 廃止年月日 介護機関住所

1892400027 （介護予防）認知症対応型共同生活介護 廃止 認知症対応型　グループホーム五湖の郷 令和７年２月１日
〒９１９－１４６２
福井県三方上中郡若狭町田井２４－２

　 　
福井県告示第７０号　
　国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第１９条第２項の規定に基づき、国土調査の
成果を認証したので、同条第４項の規定により、次のとおり公告する。

規 　 則



令和７年２月25日（火） 福 井 県 報 第 338 号3

　　令和７年２月２５日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　調査を行った者の名称
　　大野市
２　調査を行った期間
　　令和４年７月から令和６年３月まで
３　調査を行った地域
　　大野市（大字菖蒲池Ⅱ） 
４　成果の名称
　　大野市（大字菖蒲池Ⅱ）の地籍図および地籍簿
５　認証年月日
　　令和７年２月６日
　 　
福井県告示第７１号
　土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定に基づき、県営土地改
良事業（佐田１号堤地区　農業用用排水施設（ため池等整備（防災重点緊急整備型））事
業）につき土地改良事業計画を定めたので、同条第５項の規定により告示し、関係書類を
次のとおり縦覧に供する。
　なお、この計画については、同条第６項の規定に基づき、縦覧期間満了の日の翌日から
起算して１５日以内に福井県知事に対して審査請求をすることができる。
　また、この計画については、上記の審査請求のほか、行政事件訴訟法（昭和３７年法律
第１３９号）第１４条第１項の規定に基づき、この計画が定められたこと（審査請求をし
た場合にあっては、当該審査請求に対する裁決があったこと）を知った日の翌日から起算
して６箇月以内に、福井県を被告として（訴訟において福井県を代表する者は福井県知事
となる。）、この計画の取消しの訴えを提起することができる。ただし、同法第１４条第
２項の規定に基づき、この計画が定められた日の翌日から起算して１年を経過したときは
、原則としてこの計画の取消しの訴えを提起することができない。
　　令和７年２月２５日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　縦覧に供する書類
　　土地改良事業計画書の写し
２　縦覧に供する期間
　　令和７年２月２５日から
　　令和７年３月２６日まで
３　縦覧に供する場所
　　美浜町土木建築課
　　美浜町土木建築課ホームページ

　 　
福井県告示第７２号
　農林水産大臣から、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用す
る同法第２９条の規定により、保安林の指定施業要件を変更する予定である旨の通知があ
ったので、同法第３３条の３において準用する同法第３０条の規定により、次のとおり告
示する。
　　令和７年２月２５日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所
　 　大野市黒当戸２１字荒谷１の１から１の４まで、１の７から１の１４まで、１の１６
、１の１７、１の２７から１の２９まで（以上３筆国有林）、２２字黒谷１、２の１か
ら２の９まで、３、２３字野津又谷１の１から１の９まで

２　保安林として指定された目的
　　水源の涵養
３　変更後の指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町に係る市町

村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度ならびに植栽の方法・期間および樹種
　　　次のとおりとする。
　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福井県庁および大野市役所に備え置いて
縦覧に供する。）
　 　
福井県告示第７３号
　農林水産大臣から、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用す
る同法第２９条の規定により、保安林の指定施業要件を変更する予定である旨の通知があ
ったので、同法第３３条の３において準用する同法第３０条の規定により、次のとおり告
示する。
　　令和７年２月２５日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所
　　勝山市野向町牛ケ谷１０３字甚上１の２、１０５字ノボリ１の６
２　保安林として指定された目的
　　水源の涵養
３　変更後の指定施業要件
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　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町に係る市町

村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度
　　　次のとおりとする。
　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福井県庁および勝山市役所に備え置いて
縦覧に供する。）
　 　
福井県告示第７４号
　農林水産大臣から、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用す
る同法第２９条の規定により、保安林の指定施業要件を変更する予定である旨の通知があ
ったので、同法第３３条の３において準用する同法第３０条の規定により、次のとおり告
示する。
　　令和７年２月２５日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所
　 　小浜市小屋６３号緩ノ上１８の１、２０から２３まで、２４の１から２４の３まで、
２５、２７の１から２７の３まで、２８から３１まで、３３から４０まで、４１番・４
２番・４３の１合併まで、４３の２、４４、４５番・４６番合併、４７、５０の１、５
０の３、５１の２、５３、５５、５６、５７の１から５７の４まで、５９番・６１番合
併１、５９番・６１番合併２、６０
２　保安林として指定された目的
　　水源の涵養
３　変更後の指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町に係る市町

村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度ならびに植栽の方法・期間および樹種
　　　次のとおりとする。
　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福井県庁および小浜市役所に備え置いて
縦覧に供する。）
　 　
福井県告示第７５号

　農林水産大臣から、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用す
る同法第２９条の規定により、保安林の指定施業要件を変更する予定である旨の通知があ
ったので、同法第３３条の３において準用する同法第３０条の規定により、次のとおり告
示する。
　　令和７年２月２５日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所
　　大飯郡高浜町坂田７号坂田６
２　保安林として指定された目的
　　水源の涵養
３　変更後の指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町に係る市町

村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度ならびに植栽の方法・期間および樹種
　　　次のとおりとする。
　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福井県庁および高浜町役場に備え置いて
縦覧に供する。）
　 　
福井県告示第７６号
　農林水産大臣から、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用す
る同法第２９条の規定により、保安林の指定施業要件を変更する予定である旨の通知があ
ったので、同法第３３条の３において準用する同法第３０条の規定により、次のとおり告
示する。
　　令和７年２月２５日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所
　 　福井市皿谷町５６字正ケ谷１の１、１の２、５８字宮谷１の１、１の２、２の１、２
の２、５９字追分１の１、１の２、２の１、２の２、３の１、３の２、４の１、４の２
、５の１、５の２、６の１、６の２、６０字古作１の１、１の２、２の１、２の２

２　保安林として指定された目的
　　水源の涵養
３　変更後の指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
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　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度ならびに植栽の方法・期間および樹種
　　　次のとおりとする。
　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福井県庁および福井市役所に備え置いて
縦覧に供する。）
　 　
福井県告示第７７号
　土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定に基づき、次の土地改
良区の定款変更を認可したので、同条第３項の規定により告示する。
　　令和７年２月２５日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治

土地改良区の名称 認可年月日

福井棗土地改良区 令和７年２月７日

　 　
福井県告示第７８号
　一般国道１６２号の下記区間において、道路改良工事の竣工に伴い、道路の供用を開始
するので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次のとお
り公示する。
　なお、これを表示した図面は、福井県庁および敦賀土木事務所において、令和７年２月
２５日から２０日間一般の縦覧に供する。
　　令和７年２月２５日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治

道
路
種
類

路
線
名

供用開始の区間 供用開始の期日

一
般
国
道

１
６
２
号

三方上中郡若狭町鳥浜
５７号蓮海３５番３か
ら
三方上中郡若狭町鳥浜
５８号江尻２０番３ま
で

令和７年
２月２５日

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第８条第１項の規定により福井市か
ら意見を聴取したので、同条第３項の規定により公告する。
　　令和７年２月２５日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　大規模小売店舗の名称および所在地　　
　⑴　ＳＵＰＥＲ　ＣＥＮＴＥＲ　ＰＬＡＮＴ－３　清水店
　⑵　ＪＡ越前丹生農産物直売所　丹生膳野菜
　⑴　福井県福井市三留町２１号４番地　　
　⑵　福井県福井市風巻町２７－２
２ 　大規模小売店舗を設置する者の氏名または名称および住所ならびに法人にあっては代
表者の氏名

　⑴　株式会社ＰＬＡＮＴ
　　　代表取締役　三ッ田　佳史　　　　　
　　　福井県坂井市坂井町下新庄１５－８－１
　⑵　福井県農業協同組合
　　　代表理事組合長　冨田　勇一
　　　福井県福井市大手３丁目２番１８号　
　⑶　高縄　信隆
　　　福井県福井市中野３丁目５０８
３　聴取した意見の概要
　⑴ 　早朝および夜間に荷さばき作業を行う場合は、騒音等の苦情が発生しないよう周辺
住民等に配慮すること。

　⑵ 　夜間における車両走行音と荷さばき作業音の騒音レベル最大値の予測結果について
、規制基準値を超過する地点があるため、騒音等の苦情が発生しないよう周辺住民等
に配慮すること。

４　聴取した意見の縦覧場所
　⑴　福井県福井市大手３丁目１７番１号
　　　福井県産業労働部商業・市場開拓課
　⑵　福井県福井市手寄１丁目４－１
　　　ＡＯＳＳＡ５階
　　　福井市商工労働部商工振興課
５　聴取した意見の縦覧期間および縦覧できる時間帯
　⑴　縦覧期間
　　　公告の日から１月間

公 　 告
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　　　昼（ＡＭ８：００～ＰＭ７：００）：６５ｄＢ
　　　夕（ＰＭ７：００～ＰＭ１０：００）：６０ｄＢ
　　　夜（ＰＭ１０：００～ＡＭ６：００）：５５ｄＢ
　⑷ 　その他環境関係法令（騒音規制法・振動規制法・大気汚染防止法・水質汚濁防止法
等）の要件に該当する施設がある場合は、届出を行うこと。

　⑸ 　早朝および夜間の搬入作業および荷捌き作業をなるべく避けること。なお、早朝お
よび夜間に作業を行う場合は、騒音等の苦情が発生しないよう周辺住民等に配慮する
こと。

　⑹ 　夜間における車両走行音と作業音の騒音レベル最大値の予測結果について、規制基
準値を超過する地点があるため、騒音等の苦情が発生しないよう周辺住民等に配慮す
ること。

　⑺ 　空調室外機等の騒音発生施設の仕様等について十分配慮するとともに、定期的な点
検等を実施し、施設の稼働や故障を起因とする騒音発生の未然防止に努めること。特
に、２４時間稼働する施設からの騒音については、十分留意すること。また、騒音発
生施設の配置についても、住宅等と隣接する場所をなるべく避けるなどの配慮をする
こと。

　⑻ 　店舗周辺の環境保全のため、環境関係法令を遵守し、周辺住民から公害に関する要
望があった場合は、誠実に対応すること。

　⑼　建物③ワークマン建築確認申請手続きをすること。
４　聴取した意見の縦覧場所
　⑴　福井県福井市大手３丁目１７番１号
　　　福井県産業労働部商業・市場開拓課
　⑵　福井県福井市手寄１丁目４－１
　　　ＡＯＳＳＡ５階
　　　福井市商工労働部商工振興課
５　聴取した意見の縦覧期間および縦覧できる時間帯
　⑴　縦覧期間
　　　公告の日から１月間
　⑵　縦覧できる時間帯
　　 　午前８時３０分から午後５時１５分まで（ただし土曜日、日曜日、祝休日、年末年
始を除く。）

６　意見書の提出先
　　福井県福井市大手３丁目１７番１号
　　福井県産業労働部商業・市場開拓課
　 　
　測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第１４条第１項の
規定により、令和７年２月６日に福井県産業労働部公営企業課より公共測量の実施につい

　⑵　縦覧できる時間帯　　　　　　　　　
　　 　午前８時３０分から午後５時１５分まで（ただし土曜日、日曜日、祝休日、年末年
始を除く。）

６　意見書の提出先
　　福井県福井市大手３丁目１７番１号
　　福井県産業労働部商業・市場開拓課
　 　
　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第８条第１項の規定により福井市か
ら意見を聴取したので、同条第３項の規定により公告する。
　　令和７年２月２５日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　大規模小売店舗の名称および所在地
　　ゲンキー大和田店
　　福井県福井市大和田町２９字４７　ほか
２ 　大規模小売店舗を設置する者の氏名または名称および住所ならび法人にあっては代表
者の氏名
　⑴　ゲンキー株式会社
　　　代表取締役　藤永　賢一
　　　福井県坂井市丸岡町下久米田３８字３３番
　⑵　大和ハウスリアルティマネジメント株式会社
　　　代表取締役　伊藤　光博
　　　東京都千代田区神田三崎町３丁目３番２１号
　⑶　株式会社ワークマン
　　　代表取締役　小濱　英之
　　　群馬県伊勢崎市柴町１７３２番地
３　聴取した意見の概要
（福井市）
　⑴ 　当該大規模小売店舗については、福井市公害防止条例の特定工場の要件に該当する
と想定されるので、同条例に基づく「特定工場設置届出書」を提出すること。なお、
定格出力２．２５ＫＷ以上の冷凍冷蔵室外機、空調室外機および送風機等が該当とな
る。

　⑵ 　騒音規制法および振動規制法に基づく特定建設作業を伴う建設工事を行う場合は、
「特定建設作業実施届出書」を提出するように工事業者へ伝えること。

　⑶ 　福井市公害防止条例の特定工場の要件に該当する場合は、同条例の規則基準を遵守
すること。

　　　【規制基準値（第３種区域）】　　　
　　　朝（ＡＭ６：００～ＡＭ８：００）：６０ｄＢ
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ての通知があったので、同法第３９条において準用する同法第１４条第３項の規定により
、次のとおり公示する。
　　令和７年２月２５日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　測量計画機関の名称
　　福井県産業労働部公営企業課
２　作業の種類
　　公共測量（基準点測量）
３　作業の期間
　　令和７年２月２８日から令和８年１月３０日まで
４　作業の地域
　　坂井市三国町米納津他
　 　
　建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第９条第１項の規定により、次のとおり建築士
の免許を取り消したので、公告する。
　　令和７年２月２５日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治

免許の取消しを
した年月日

免許の取消しを受けた
建築士の氏名

免許の取消しを
受けた建築士の別

免許の取消しを受けた
建築士の登録番号

免許の取消しの理由

令和７年２月７日 武田　薫 二級建築士 第4016号 建築士法第９条第１項第２号による（死亡の届出）

　 　
　建築士法（昭和２５年法律第２０２号。以下「法」という。）第１３条の規定に基づき
、令和７年二級建築士試験（以下「試験」という。）を実施するので、建築士法施行細則
（昭和２５年福井県規則第９９号）第１６条の規定により、次のとおり公告する。
　なお、試験の実施に関する事務は、法第１５条の６第１項の規定により、福井県指定試
験機関である公益財団法人建築技術教育普及センターが行う。
　　令和７年２月２５日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　試験日および時間
　⑴　学科の試験
　　　令和７年７月６日（日）午前１０時１０分から午後５時２０分まで
　⑵　設計製図の試験
　　　令和７年９月１４日（日）午前１１時から午後４時まで
２　試験の場所
　⑴　学科の試験
　　　福井市文京３－９－１
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監査委員告示
福井県監査委員告示第４号
　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１項、第２項および第４項の規定
に基づき実施した監査の結果に関する報告を同条第９項の規定により次のとおり公表する
。
　　令和７年２月２５日

　　　福井大学（文京キャンパス）
　⑵　設計製図の試験
　　　福井市文京３－９－１
　　　福井大学（文京キャンパス）
３　受験資格
　　法第１５条各号のいずれかに該当する者であること。
４　受験申込手続
　⑴　受付期間
　　　令和７年４月１日（火）午前１０時から令和７年４月１４日（月）午後４時まで　
　⑵　申込方法
　　 　公益財団法人建築技術教育普及センターのホームページ（https://www.jaeic.
or.jp/）において、必要な事項を入力し申込むこと。

　　 　なお、インターネットによる受験申込が行えない正当な理由がある場合（身体に障
がいがありインターネットの利用が困難である等）には、令和７年４月７日（月）ま
でに公益財団法人建築技術教育普及センター本部に申し出ること。

５　合格者の発表
　 　令和７年１２月２日（火）ごろ（学科の試験については、令和７年８月２５日（月）
ごろ）
６　問合せ先
　　福井市御幸３丁目１０番１５号
　　一般社団法人福井県建築士会
　　電話　０７７６－２４－８７８１
７　その他
　 　設計製図の課題は、令和７年６月１８日（水）ごろから公益財団法人建築技術教育普
及センターのホームページ（https://www.jaeic.or.jp/）において公表する。
　 　
　建築士法（昭和２５年法律第２０２号。以下「法」という。）第１３条の規定に基づき
、令和７年木造建築士試験（以下「試験」という。）を実施するので、建築士法施行細則
（昭和２５年福井県規則第９９号）第１６条の規定により、次のとおり公告する。
　なお、試験の実施に関する事務は、法第１５条の６第１項の規定により、福井県指定試
験機関である公益財団法人建築技術教育普及センターが行う。
　　令和７年２月２５日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　試験日および時間
　⑴　学科の試験
　　　令和７年７月２７日（日）午前１０時１０分から午後５時２０分まで
　⑵　設計製図の試験

　　　令和７年１０月１２日（日）午前１１時から午後４時まで
２　試験の場所
　⑴　学科の試験
　　　福井市文京３－９－１
　　　福井大学（文京キャンパス）
　⑵　設計製図の試験
　　　福井市文京３－９－１
　　　福井大学（文京キャンパス）
３　受験資格
　　法第１５条各号のいずれかに該当する者であること。
４　受験申込手続
　⑴　受付期間
　　　令和７年４月１日（火）午前１０時から令和７年４月１４日（月）午後４時まで
　⑵　申込方法
　　 　公益財団法人建築技術教育普及センターのホームページ（https://www.jaeic.
or.jp/）において、必要な事項を入力し申込むこと。

　　 　なお、インターネットによる受験申込が行えない正当な理由がある場合（身体に障
がいがありインターネットの利用が困難である等）には、令和７年４月７日（月）ま
でに公益財団法人建築技術教育普及センター本部に申し出ること。

５　合格者の発表
　 　令和７年１２月２日（火）ごろ（学科の試験については、令和７年８月２５日（月）
ごろ）

６　問合せ先
　　福井市御幸３丁目１０番１５号
　　一般社団法人福井県建築士会
　　電話　０７７６－２４－８７８１
７　その他
　 　設計製図の課題は、令和７年６月２５日（水）ごろから公益財団法人建築技術教育普
及センターのホームページ（https://www.jaeic.or.jp/）において公表する。
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定期監査等の結果および意見 

 

 

第１ 監査の概要 

  県の機関における財務に関する事務の執行について、福井県監査委員監査基準（令和２年福井県

監査委員告示第５号）に準拠し、定期監査等を実施した。 

 

 １ 公表の対象機関 

   今回公表の対象とするのは、令和６年６月から令和７年２月までの間に定期監査および行政

監査を実施したもののうち、普通会計および公営企業会計に係る２３７機関である。 

 

 ２ 監査の主眼および重点事項等 

  （１）定期監査（財務監査）においては、財務に関する事務の執行および経営に係る事業の管理

が法令に適合し、正確で、経済的、効率的かつ効果的に行われており、その組織および運営

の合理化に努めているかを主眼として監査を行った。また、次の２点を重点事項として実施

した。 

ア 現金等の取扱いについて 

イ 物品の管理について 

（２）行政監査においては、事務の執行が法令に適合し、正確で、経済的、効率的かつ効果的に

行われ、その組織および運営の合理化に努めているかを主眼とし、次を重点事項として監査

を実施した。 

ア 職場内の防災対策について 

 

 ３ 監査の実施内容 

対象２３７機関のうち、１７７機関については実地監査を、６０機関については書面監査を

実施した。 

 対象機関 本 庁 出先機関 計 
 

実地監査 書面監査 

普通会計 

知 事 部 局 ７４ ５６ １３０ １０３ ２７ 

会 計 局 ３ ０ ３ ３ ０ 

教 育 委 員 会 ６ ４７ ５３ ２５ ２８ 

各 種 委 員 会 ３ ０ ３ ３ ０ 

公 安 委 員 会 ３２ １１ ４３ ３８ ５ 

議 会 局 １ ０ １ １ ０ 

公営企業会計 ３ １ ４ ４ ０ 

計 １２２ １１５ ２３７ １７７ ６０ 

 

（１）実地監査について 

対象機関に資料の提出を求め、事務局職員が実施した事前調査の結果を踏まえ、監査委

員が対象機関の関係者から説明を受けて実施した。 

   なお、議員のうちから選任される監査委員は、地方自治法第１９９条の２の規定により、

議会局の監査のうち政務活動費に係る監査に加わらなかった。 

   （２）書面監査について 

対象機関に資料の提出を求め、事務局職員が実施した事前調査の結果に基づき、監査委

員が書面により令和６年６月２８日および令和７年２月１２日に実施した。 

       

　　　　　　福井県監査委員　山本　建
　　　　　　同　　　　　　　松崎　雄城
　　　　　　同　　　　　　　五十嵐　昌子
　　　　　　同　　　　　　　伊藤　和弘
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第２ 監査の結果 

 １ 概要 

   監査を実施した結果、是正または改善を要する事項は 463 件であった。なお、勧告事項はな

かった。 

区分 

本庁 出先 計 

勧

告

事

項 

指

摘

事

項 

指

導

事

項 

計 

勧

告

事

項 

指

摘

事

項 

指

導

事

項 

計 

勧

告

事

項 

指

摘

事

項 

指

導

事

項 

計 

 

予算関係 

件 

0 
件 

0 
件 

0 
件 

0 
件 

0 
件 

0 
件 

0 
件 

0 
件 

0 
件 

0 
件 

0 
件 

0 

収入関係 0 1 14 15 0 9 23 32 0 10 37 47 

支出関係 0 5 73 78 0 2 42 44 0 7 115 122 

契約関係 0 7 41 48 0 1 59 60 0 8 100 108 

工事関係 0 0 4 4 0 0 18 18 0 0 22 22 

財産管理関係 0 18 55 73 0 14 57 71 0 32 112 144 

その他 0 2 8 10 0 3 7 10 0 5 15 20 

合計 0 33 195 228 0 29 206 235 0 62 401 463 

  ※監査結果の処理区分は、次のとおりである。 

≪勧告事項≫ 

 指摘事項に該当するもののうち、次の全てについても該当するもの 

   ・ 社会的または財政的な影響が大きいもの 

   ・ 全庁的（組織的）な対応が求められるものであって、早急かつ確実な再発防止策を講じる必要がある 

もの 

≪指摘事項≫ 

   ・ 違法または不当な事項で、誤りの程度が重大なものまたは経済性に欠けるもの 

   ・ 故意または過失が原因となっているもの 

  ≪指導事項≫ 

   ・ 指摘事項にまでは至らないが、適正を欠くもの 

 

 ２ 部局別の実施状況 

（１）普通会計 

ア 総務部 

（ア）対象機関および実施年月日 

  a 本庁 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 知事公室秘書課 6. 8.22  財産活用課 6. 8.22 

 知事公室広報広聴課 6. 8.22  情報公開・法制課 6. 8.22 

 財政課 6. 8.22  大学私学課 6. 8.22 

 税務課 6. 8.22   市町協働課 6. 8.22 

人事課 6. 8.22 
      b 出先機関 

    対象機関 実施年月日 

 福井県税事務所 6.12. 4 

 

 

 

 

（イ）結果 

ａ 指摘事項が次のとおり認められた。 

(a)  収入関係 

・ 昨年度に引き続き、庁舎維持管理負担金の算定を誤っているものがあった。 

２,８６６円を過少に調定し、後日追加徴収していたほか、９０,０７４円を過大

に調定し、過大徴収分７,２１１円を後日還付していた。    （財産活用課） 

(b)  財産管理関係 

・ 公用車を損傷し、修繕費の支払が発生していた。 

（修繕費 １１５,５００円）            （知事公室広報広聴課） 

 

      ｂ 指導事項が 24 件認められた。 

 

 

イ 未来創造部 

（ア）対象機関および実施年月日 

  a 本庁 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

未来戦略課 6. 8. 8 新幹線・交通まちづくり局

新幹線建設推進課 

6. 8. 8 

ＤＸ推進課 6. 8. 8 新幹線・交通まちづくり局

地域鉄道課 

6. 8. 8 

女性活躍課 6. 8. 8 新幹線・交通まちづくり局

交通まちづくり課 

6. 8. 8 

県民協働課 6. 8. 8 統計調査課 6. 8. 8 

新幹線・交通まちづくり局

新幹線政策連携室 

6. 6.28 

  b 出先機関 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

嶺南振興局（若狭） 6.11.15 京都事務所 6.10.25 

嶺南振興局（二州） 6.11. 6 大阪事務所 6.10.25 

東京事務所 7. 2.12  生活学習館 7. 2.12 

名古屋事務所 7. 2.12 

 

（イ）結果 

ａ 指摘事項が次のとおり認められた。 

（a） 支出関係 

  ・ 補助金について、実績報告書の受理後、額の確定の手続が特段の理由なく 

著しく遅れているものがあった。           （嶺南振興局（二州）） 

（b） 契約関係 

・ 昨年度に引き続き、委託業務にかかる特定調達において、落札者等の公示が 

遅れているものがあった。                （ＤＸ推進課） 

・ 歳出予算を執行する際は、事前に執行伺を作成し決裁を受けなければならな 

いが、委託料にかかる執行伺の作成を失念し、契約締結前に業務に着手させて 

いるものがあった。                   （ＤＸ推進課） 
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（c） 財産管理関係 

・ 公用車の事故（物損１件）により、損害賠償金の支払が発生していた。 

（損害賠償額 ７２，３００円）  （新幹線・交通まちづくり局地域鉄道課） 

 

      ｂ 指導事項が 30 件認められた。 

 

 

ウ 防災安全部 

    （ア）対象機関および実施年月日 

      a 本庁 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 政策推進グループ 6. 6.28 消防保安課 6. 7.26 

 県民安全課 6. 7.26 原子力安全対策課 6. 7.26 

 危機管理課 6. 7.26 

  b 出先機関 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 消防学校 6. 9. 3  原子力環境監視センター 7. 2.12 
 

（イ）結果 

 ａ 指摘事項が次のとおり認められた。 

       (a) 財産管理関係 

        ・ 公用車を損傷し、修繕費の支払が発生していた。 

（修繕費 ２５８,６６５円）               （危機管理課） 

        ・ 公用車の事故（物損１件）により、損害賠償金の支払が発生していた。 

（損害賠償額 １７１,１３６円）              （消防保安課） 

 

      ｂ 指導事項が 7 件認められた。 

 

 

エ 交流文化部 

    （ア）対象機関および実施年月日 

      a 本庁 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 政策推進グループ 6. 6.28  新幹線開業課 6. 7.29 

 魅力創造課 6. 7.29 
文化・スポーツ局 

文化課 
6. 7.29 

 定住交流課 6. 7.29 
文化・スポーツ局 

スポーツ課 
6. 7.29 

 観光誘客課 6. 7.29 
文化・スポーツ局 

ふくい桜マラソン課 
6. 7.29 

  b 出先機関 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 恐竜博物館 6.11.20 一乗谷朝倉氏遺跡博物館 6.11.13 

 歴史博物館 6.10.21 福井運動公園事務所 7. 2.12 

 美術館 6.11.26 武道館 6.11.26 

若狭歴史博物館 7. 2.12 

（イ）結果 

ａ 指摘事項が次のとおり認められた。 

       (a)  支出関係 

        ・ 資金前渡した通信運搬費について、資金前渡職員口座からの払出しが遅れたた

め、職員が立替払しているものがあった。         （観光誘客課） 

       （b） 契約関係 

        ・ 歳出予算を執行する際は、事前に執行伺を作成し決裁を受けなければならない 

が、委託料に係る執行伺の作成を失念し、契約締結前に業務に着手させているも 

のがあった。                                            （観光誘客課） 

                                            （文化・スポーツ局文化課） 

       (c) 財産管理関係 

・ 公用車の事故（人身・物損２件）により、損害賠償金および修繕費の支払 

が発生していた。（損害賠償額 １,４１０,７３８円・修繕費 ４２２,１６９円、 

損害賠償額 ４０２,６０５円）              （観光誘客課） 

・ 公用車の事故（物損１件）により、損害賠償金および修繕費の支払が発生して 

いた。（損害賠償額 １４２,２９３円・修繕費 ２１０,１０８円）          

（文化・スポーツ局文化課） 

・ 公用車の事故（人身・物損１件）により、損害賠償金および修繕費の支払が 

発生していた。（損害賠償額 ８７,７４４円・修繕費 ７７,０７８円）        

（文化・スポーツ局ふくい桜マラソン課） 

 

      ｂ 指導事項が 62 件認められた。 

 

オ エネルギー環境部 

    （ア）対象機関および実施年月日 

      a 本庁 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 政策推進グループ 6. 6.28  循環社会推進課 6. 7.26 

 エネルギー課 6. 7.26  自然環境課 6. 7.26 

環境政策課 6. 7.26   
  b 出先機関 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 自然保護センター 6.10.25  年縞博物館 6.10.30 

海浜自然センター 6.10.30 
 

（イ）結果 

 ａ 指摘事項は認められなかった。 

      ｂ 指導事項が 11 件認められた。 
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カ 健康福祉部 

（ア） 対象機関および実施年月日 

      a 本庁 

 

 

 

 

 

 

 

 

      b 出先機関 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 福井健康福祉センター    7. 2.12  こども療育センター    7. 2.12 

 坂井健康福祉センター    7. 2.12  児童・女性相談所    6.12. 3 

 奥越健康福祉センター    7. 2.12 
 嶺南振興局 

敦賀児童相談所 
   6. 9. 5 

丹南健康福祉センター    6. 9.10 和敬学園    7. 2.12 

 嶺南振興局 

二州健康福祉センター 
7. 2.12 看護専門学校 7. 2.12 

 嶺南振興局 

若狭健康福祉センター 
   6.11. 7 衛生環境研究センター    6. 9. 3 

 総合福祉相談所    6.12. 3  

 

（イ） 結果 

ａ 指摘事項が次のとおり認められた。 

(a) 支出関係 

・ 前回監査において指導された補助金交付事務マニュアルの記載誤りについ

て、是正していなかった。                （長寿福祉課） 

・ 補助金について、交付決定が特段の理由なく著しく遅れているものがあっ

た。                          （児童家庭課） 

(b)  契約関係 

・ 指名競争入札において、最低制限価格の算定に必要な基準額の入力を誤った

ため、入札を無効としたものがあった。         （こども未来課） 

・ 委託契約において、契約金額に変更があったにもかかわらず、変更契約を締

結していないものがあった。               （児童家庭課） 

(c)  財産管理関係 

・ 公用車を損傷し、修繕費の支払が発生していた。 

（修繕費 １５８,７１９円）     （嶺南振興局二州健康福祉センター） 

・ 通帳を紛失したと誤認し、取引明細表発行手数料を支出していた。また、通

帳発行手数料を職員が立替払していた。           （和敬学園） 

（d）その他 

・ 令和４年度に発注しなければならない工事について、契約手続を失念し契約

締結が年度を超え大幅に遅れたことにより、資材等の価格高騰と供給不足の影

響を受け、当初の予算額と工期で施工できなくなっていた。 （地域福祉課） 

 

 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 政策推進グループ    6. 6.28  児童家庭課    6. 8. 5 

 地域福祉課    6. 8. 5  健康医療局健康政策課    6. 8. 5 

 長寿福祉課    6. 8. 5 健康医療局地域医療課    6. 8. 6 

 障がい福祉課    6. 8. 5 健康医療局保健予防課    6. 8. 5 

 こども未来課    6. 8. 5 健康医療局 

医薬食品・衛生課 
6. 8. 6 

・ 国から発出された債権発生通知を未処理のまま保管し、福井市および永平寺

町への納付書の送付が遅れたことにより、福井市に延滞金１,１９９円が発生し

ていた。                       （障がい福祉課） 

 

      ｂ 指導事項が 40 件認められた。 

 

 

キ 産業労働部 

    （ア）対象機関および実施年月日 

      a 本庁 

 

 

 

  b 出先機関 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 福井産業技術専門学院 7. 2.12  工業技術センター 6.11.29 

 敦賀産業技術専門学院 6. 9. 5 
 

（イ）結果 

ａ 指摘事項が次のとおり認められた。 

       (a) 支出関係 

        ・ 請求金額の確認不足により、補助金１件８,０００円を過大に交付し、後日返

納させていた。                      （労働政策課） 

       (b) 契約関係 

        ・ 委託料に係る執行伺の作成が遅れ、契約締結前に業務に着手させているものが

あった。                      （商業・市場開拓課） 

       (c) 財産管理関係 

        ・ 公用車を損傷し、修繕費の支払が発生していた。 

         （修繕費 ３１８,４６１円、１２６,５００円）     （成長産業立地課） 

 

      ｂ 指導事項が 19 件認められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 政策推進グループ    6. 6.28  産業技術課    6. 7.22 

 経営改革課    6. 7.22  商業・市場開拓課    6. 7.22 

 労働政策課    6. 7.22 国際経済課    6. 7.22 

 成長産業立地課 6. 7.22 
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ク 農林水産部 

    （ア）対象機関および実施年月日 

      a 本庁 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 政策推進グループ 6. 6.28  農村振興課 6. 7.25 

流通販売課 6. 7.25   農地保全整備課 6. 7.25 

福井米戦略課 6. 7.25 水産課 6. 7.25 

園芸振興課 6. 7.25 県産材活用課 6. 7.25 

中山間農業・畜産課 6. 7.25 森づくり課 6. 7.25 
  b 出先機関 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 福井農林総合事務所 6.11.11  畜産試験場 7. 2.12 

坂井農林総合事務所 6.10. 3 家畜保健衛生所 6. 9. 3 

奥越農林総合事務所 6.10.10 水産試験場 6.11.27 

丹南農林総合事務所 6.11.18 越前漁港事務所 7. 2.12 

農業試験場 7. 2.12 総合グリーンセンター 7. 2.12 
 

（イ）結果 

ａ 指摘事項が次のとおり認められた。 

（a）支出関係 

・ 補助金について、実績報告書の受理後、額の確定の手続が特段の理由なく著し

く遅れているものがあった。             （中山間農業・畜産課） 

(b) 財産管理関係 

 ・ 公用車を損傷し、修繕費の支払が発生していた。 

（修繕費 １８６,９１２円、９９,５０６円）        （流通販売課） 

        ・ 公用車を損傷し、修繕費の支払が発生していた。 

（修繕費 １２８,０８４円）                   （水産課） 

        ・ 公用車および地下駐車場設備を損傷し、修繕費の支払が発生していた。 

（修繕費 ３００,４５４円、３６４,１００円）      （県産材活用課） 

        ・ 公用車の事故（物損１件）により、損害賠償金の支払が発生していた。 

（損害賠償額 ４４,０００円）            （福井農林総合事務所） 

        ・ 公用車の事故（人身・物損１件）により、損害賠償金および修繕費の支払が発 

生していた。（損害賠償額 ３,０８０,７７５円、９６３,０８８円・ 

修繕費 １６５,０００円）             （丹南農林総合事務所） 

        ・ 公用車を損傷し、修繕費の支払が発生していた。 

（修繕費 １１８，８００円）                 （畜産試験場） 

（c）その他 

・ 国有林管理の瑕疵により個人の自動車を損傷し、損害賠償金の支払が発生して

いた。（損害賠償額 １１１,０００円）       （坂井農林総合事務所） 

 

ｂ 指導事項が 55 件認められた。 

ケ 土木部 

    （ア）対象機関および実施年月日 

      a 本庁 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 政策推進グループ    6. 6.28  砂防防災課    6. 8.19 

 土木管理課    6. 8.19  港湾空港課    6. 8.19 

 道路建設課    6. 8.19 都市計画課    6. 8.19 

 高規格道路課    6. 8.19  建築住宅課    6. 8.19 

 道路保全課    6. 8.19  公共建築課    6. 8.19 

 河川課    6. 8.19    
  b 出先機関 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 福井土木事務所    6.11.12 
 嶺南振興局 

小浜土木事務所 
   6.10.18 

 三国土木事務所    6.10.29  吉野瀬川ダム建設事務所    6.10. 8 

 奥越土木事務所    6.10.18 福井港湾事務所    6. 9.11 

 丹南土木事務所    6.11.25 
 嶺南振興局 

敦賀港湾事務所 
7. 2.12 

 嶺南振興局 

 敦賀土木事務所 
   6.10.17  福井空港事務所    6. 9.27 

（イ）結果 

ａ 指摘事項が次のとおり認められた。 

(a) 収入関係 

 ・ 手数料について、不要な証紙収納額報告を行ったため、年度を超えて証紙特別 

会計に返還していた。                  （福井土木事務所） 

 ・ 行政財産使用料について、調定決議書の決裁を受けず、また必要な公印押印の 

手続を行わないまま納入通知書を発行しているものがあった。（福井土木事務所） 

 ・ 道路占用料等の調定で著しく遅れているものがあった。  （福井土木事務所） 

 ・ 戻入処理しなければならない当年度支出に係る登録免許税の還付について、歳 

入調定し雑入で受け入れていた。             （三国土木事務所） 

 ・ 工事に係る負担金について、誤って次年度の予定額で請求し、収納したものが 

あった。                   （嶺南振興局敦賀土木事務所） 

（b） 財産管理関係 

  ・ 不注意によりパソコンを損傷し、修繕費を支出していた。 

（修繕費 １６０,６００円）                 （港湾空港課） 

  ・ 通帳を紛失し、再発行に要する諸経費３,８５０円を支出していた。 

（港湾空港課） 

  ・ 公用車の事故（物損１件）により、損害賠償金および修繕費の支払が発生して 

いた。（損害賠償額 １,０４１,１３７円・修繕費 ４９１,６０８円） 

（公共建築課） 

  ・ 公用車の事故（物損３件）により、損害賠償金、修繕費および車両運搬費の支 

払が発生していた。また、うち１台が廃車せざるを得なくなっていた。 

（損害賠償額 ４０５,６８０円・修繕費 ９９,０００円・車両運搬費 

２２５,２８０円、修繕費 ９８,６９２円、１８,７４４円） （丹南土木事務所） 

 

ｂ 指導事項が 49 件認められた。 
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コ 会計局 

（ア） 対象機関および実施年月日 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 審査指導課 6. 8.21  工事検査課 6. 8.21 

 会計課 6. 8.21  

（イ）結果 

ａ 指摘事項は認められなかった。              

ｂ 指導事項が 8 件認められた。 

 

 

    サ 教育委員会 

（ア） 対象機関および実施年月日 

  a 本庁 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 教育政策課 6. 7.23  義務教育課 6. 7.23 

教職員課 6. 7.23  生涯学習・文化財課 6. 7.23 

高校教育課 6. 7.23  保健体育課 6. 7.23 
  b 出先機関 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 嶺南教育事務所 7. 2.12 美方高等学校 7. 2.12 

生涯学習センター 7. 2.12 若狭高等学校 6.11. 7 

教育総合研究所 7. 2.12 福井農林高等学校 7. 2.12 

特別支援教育センター 7. 2.12 科学技術高等学校 7. 2.12 

図書館 6.11.13 敦賀工業高等学校 6.11.22 

こども歴史文化館 6. 9. 3 福井商業高等学校 6.12. 4 

奥越高原青少年自然の家 7. 2.12 坂井高等学校 7. 2.12 

芦原青年の家 6. 9.27 奥越明成高等学校 7. 2.12 

鯖江青年の家 6. 9.10  武生商工高等学校 7. 2.12 

三方青年の家 7. 2.12 若狭東高等学校 7. 2.12 

藤島高等学校 7. 2.12 道守高等学校 7. 2.12 

高志高等学校 7. 2.12  盲学校 7. 2.12 

羽水高等学校 6.10.21  ろう学校 6.12. 3 

足羽高等学校 6.12. 4  福井特別支援学校 6.12. 3 

三国高等学校 7. 2.12  福井南特別支援学校 6.12. 4 

金津高等学校 7. 2.12  福井東特別支援学校 7. 2.12 

丸岡高等学校 6.10.16  清水特別支援学校 6.10.28 

大野高等学校 7. 2.12  嶺北特別支援学校 6.10.16 

勝山高等学校 7. 2.12  奥越特別支援学校 7. 2.12 

鯖江高等学校 6. 9.24 南越特別支援学校 7. 2.12 

丹生高等学校 7. 2.12 嶺南東特別支援学校 7. 2.12 

武生高等学校 6. 9.13 嶺南西特別支援学校 7. 2.12 

武生東高等学校 6. 9.13 高志中学校 7. 2.12 

敦賀高等学校 6.11.22 
 

 

 

（イ）結果 

ａ 指摘事項が次のとおり認められた。 

（a） 収入関係 

・ 施設使用料について、調定決議書の決裁を受けず、また必要な公印押印の手 

続を行わないまま納入通知書を発行しているものが複数あった。 

（芦原青年の家） 

・ 行政財産使用許可に係る電気料個人負担金について、調定決議書の決裁を受 

けず、また必要な公印押印の手続を行わないまま納入通知書を発行しているも 

のがあった。                   （敦賀工業高等学校） 

（b） 支出関係 

・ 報償費について、債権者を誤って支出し、後日返納を受けているものがあっ 

た。                       （武生商工高等学校） 

（c） 財産管理関係 

・ 公用車を損傷し、修繕費の支払が発生していた。（修繕費 ２８２,７２２円）

（保健体育課） 

（d） その他 

・ 著作権等の侵害により、損害賠償金の支払が発生していた。 

（損害賠償額 ３００,０００円）            （若狭高等学校） 

 

      ｂ 指導事項が 69 件認められた。 

 

 

シ 各種委員会 

（ア） 対象機関および実施年月日 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 監査委員事務局 6. 7.16  労働委員会事務局 6. 7.16 

 人事委員会事務局 6. 7.16  
（イ） 結果 

指摘事項および指導事項は認められなかった。 
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ス 公安委員会 

（ア） 対象機関および実施年月日 

  a 本庁 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 総務課 6. 8.20 捜査第二課 6. 8.20 

 県民サポート課 6. 8.20 組織犯罪対策課 6. 8.20 

 警務課 6. 8.20 鑑識課 6. 8.20 

 会計課 6. 8.20 科学捜査研究所 6. 8.20 

 厚生課 6. 8.20  機動捜査隊 6. 8.20 

 監察課 6. 8.20  交通企画課 6. 8.20 

 留置管理課 6. 8.20  交通指導課 6. 8.20 

 情報技術企画課 6. 8.20  交通規制課 6. 8.20 

 生活安全企画課 6. 8.20  運転免許課 6. 8.20 

 地域指導課 6. 8.20  交通機動隊 6. 8.20 

 人身安全・少年課 6. 8.20  高速道路交通警察隊 6. 8.20 

 生活環境課 6. 8.20  公安課 6. 8.20 

 サイバー犯罪対策課 6. 8.20  警備課 6. 8.20 

 地域機動警察隊 6. 8.20 機動隊 6. 8.20 

刑事企画課 6. 8.20 原子力施設警備隊 6. 8.20 

捜査第一課 6. 8.20  警察学校 6. 8.20 

  b 出先機関 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 福井警察署 7. 2.12  坂井西警察署 7. 2.12 

 福井南警察署 6.10.28 鯖江警察署 6. 9.10 

 大野警察署 6.10.25 越前警察署 6. 9.24 

勝山警察署 6.11.20 敦賀警察署 6.11.22 

 あわら警察署 7. 2.12  小浜警察署 7. 2.12 

坂井警察署 7. 2.12 

 

（イ）結果 

ａ 指摘事項が次のとおり認められた。 

(a) 収入関係 

・ 手数料について、不要な証紙収納額報告を行ったため、年度を超えて証紙特 

別会計に返還していた。また、手数料を誤って収納し、後日、過誤納金として 

還付しているものがあった。               （あわら警察署） 

・ 手数料納付システム利用により納付された手数料について、不要な証紙収納 

額報告を行ったため、年度を超えて証紙特別会計に返還していた。 

（小浜警察署） 

(b) 財産管理関係 

・ 公用車の事故（物損１件）により、損害賠償金および修繕費の支払が発生し 

ていた。（損害賠償額 １０４,５００円・修繕費 ６４,４８２円） 

（監察課） 

・ 公用車を損傷し、修繕費および車両引上げ手数料の支払が発生していた。 

（修繕費等 １３４,０３５円、９,９００円）     （地域機動警察隊） 

・ 公用車の事故（物損１件）により、損害賠償金の支払が発生していた。 

（損害賠償額 １１２,２７７円）           （組織犯罪対策課） 

 

・ 公用車の事故（物損３件）により、損害賠償金および修繕費の支払が発生し 

ていた。（損害賠償額 ３１７,８１２円・修繕費 ９６,６０２円、 

損害賠償額 ２１６,２８２円、修繕費 １２６,７２０円） 

（福井警察署） 

・ 公用車の事故（物損１件）により、損害賠償金および修繕費の支払が発生し

ていた。（損害賠償額 １５２,９９８円・修繕費 ４６６,３６７円） 

（大野警察署） 

・ 公用車を損傷し、修繕費の支払が発生していた。 

（修繕費 ３２６,１８３円、１９８,３８５円）      （勝山警察署） 

・ 公用車を損傷し、修繕費の支払が発生していた。 

（修繕費 １５２,９００円、６２,３５９円、１,１００円） （坂井警察署） 

・ 公用車の事故（人身・物損１件、物損１件）により、損害賠償金および修繕

費の支払が発生していた。 

（損害賠償額 ７１３,８７６円、修繕費 ６３,２３９円） （鯖江警察署） 

・ 公用車およびアーケード支柱を損傷し、修繕費の支払が発生していた。 

（修繕費 ２７２，６１９円、９９，０００円）       （越前警察署） 

・ 公用車の事故（物損４件）により、損害賠償金および修繕費の支払が発生し

ていた。（損害賠償額 ６１,３８０円・修繕費 ２００,０００円、 

修繕費 １８４,２５４円、２９,４８０円、６,６００円）   （敦賀警察署） 

・ 公用車を損傷し、修繕費の支払が発生していた。 

（修繕費 ４１３,９１９円、１７２,７３３円、９９,９２０円）（小浜警察署） 

(c) その他 

・ 故障車両移動中に個人の自動車を損傷し、損害賠償金の支払が発生してい

た。（損害賠償額 ８８,５１９円）            （福井南警察署） 

 

 

      ｂ 指導事項が 21 件認められた。 

 

 

セ 議会局 

（ア） 対象機関および実施年月日 

    対象機関 実施年月日 

 議会局 6. 8.21 

 

（イ）結果 

      ａ 指摘事項は認められなかった。 

      ｂ 指導事項が 1 件認められた。 
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（２）公営企業会計 

    ア 公営企業 

（ア） 対象機関および実施年月日 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 県立病院 

 （病院事業会計） 
6. 8. 6 

長寿福祉課 

（病院事業会計） 
6. 7.17 

公営企業課 

（工業用水道事業会計） 

（水道用水供給事業会計） 

（臨海工業用地等造成事業会計） 

（臨海下水道事業会計） 

6. 7.17 
河川課 

（流域下水道事業会計） 
6. 7.17 

（イ）結果 

ａ 指摘事項が次のとおり認められた。 

(a) 契約関係 

・ 委託契約において、契約金額に変更があったにもかかわらず、変更契約を締結

していないものがあった。          （県立病院（病院事業会計）） 

 

      ｂ 指導事項が 5 件認められた。 

 

 

３ 指導事項 

指導事項の主なものは、次のとおりである。 

 

  （１）収入関係  

      ・ 庁舎維持管理負担金や電気料個人負担金の算定を誤り過大に徴収し、還付しているもの

があった。  

  （２）支出関係  

 ・ 補助金額に影響はなかったものの、補助対象外としなければならない経費を対象経費

として検査しているものがあった。 

 ・ 通信料等の支払手続を失念し、納付期限を過ぎて支払っているものがあった。 

（３）契約関係  

・ 委託契約において、契約保証金免除の根拠とした契約履行実績が、過去２年間の同種同

規模のものとなっていないものがあった。 

・ 委託契約において、契約書に定める別紙を添付していないものがあった。 

 （４）工事関係 

    ・ 工事検査は、契約担当者または契約担当者から検査を命じられた工事検査職員が行わな

ければならないが、他の職員が行っているものがあった。 

    ・ 工事設計委託の変更において、３割を超える契約金額の増加があったにもかかわらず、

契約保証金の増額をしていないものがあった。 

（５）財産管理関係  

・ 委託等により取得した備品について、生産等調書により物品管理者に引継ぎをせず、台

帳への登記も行っていないものがあった。 

・ 新たに取得した建物等について、公有財産台帳を整備していないものがあった。 

  （６）その他 

・ 財務書類を紛失しているものがあった。 

 

 

４ 重点事項等 

指導事項等の主なものは、次のとおりである。 

 

（１） 定期監査（財務監査） 

 

ア 現金等の取扱いについて 

・ 郵便切手類について出納簿への登記を適正に行っていないものがあった。 

・ 現金領収した手数料について、指定金融機関への払込みが遅れているものがあった。 

イ 物品の管理について 

    ・ 備品について、保管転換手続をしていないものがあった。 

    ・ 新たに取得した備品について、台帳に登記していないものや、二重に登記しているもの

があった。 

 

（２） 行政監査 

ア 職場内の防災対策について 

・ 事務室内の防災対策が不十分な所属があった。 

・ 職場巡視点検結果を安全管理担当部署へ報告していなかった。 

 

 

第３ 監査の意見 

監査の結果について、次のとおり意見を付す。 

 

１ 支出事務、契約事務、財産管理事務を中心に、依然として軽微な誤りや基本的な手続誤りが多 

く発生している。特に、本庁においては補助金関係に、出先機関においては契約事務関係に誤り

が発生しやすい傾向にある。また、一部の所属では、前年度の監査で適切な措置を講じることを

求められたにもかかわらず、依然として改善されていなかった。所属長自らが当事者意識を持ち、

速やかに適切な措置を講じられたい。 

 

２ 補助金について、履行確認や検査が適切に行われなかったなどの理由により、過大に交付して 

いる事案が一部の所属に認められた。また、交付事務マニュアルに基づく事業者の実績報告書 

を徴していないなど、手続の不備も認められた。諸規程に基づき適正に事務を執行されたい。 

 

３ 地方公共団体の契約は一般競争入札を原則としており、やむを得ず特命随意契約とする場合に

おいても、競争が可能な部分は分割して契約を行うなど、競争性の確保に努められたい。  
 特にシステムや設備等の保守・点検業務においては、業者が固定される傾向が見られる。他業

者の参入の可能性について十分に検討を行うなど、より公平性の確保に努めていただきたい。 

また、今回、一括して発注可能である契約を分割し、一定金額以内とすることにより随意契約

としていたり、見積書を徴さずに契約していた所属があったので、公正性や経済性の確保の観点

から適切に事務を執行されたい。 

 

４ 現金等の取扱いについて、領収した現金の指定金融機関への払込遅延や、資金前渡した経費の

精算遅れなど、手続に不備がある所属が認められた。また、現金等の管理が適正でない所属もあ

り、紛失や盗難等の事故防止の観点から、厳正な管理を徹底し、慎重かつ確実に取り扱われたい。 
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５ 物品管理については、購入や廃棄、保管転換などの手続に誤りが見られたほか、物品の所在が 

確認できないなど管理が適正に行われていない所属が散見された。 

令和７年度から稼働する新財務会計システムに管理データを移行するこのタイミングで、今一 

度、現物を確認し、実態に合わせて台帳を整理されたい。 

 

６ 収入事務については、金額の算定誤りが多く認められた。これらは、事後の手続において、債

務者に負担をかけることとなり、県民の信頼を損なうものである。組織的なチェック体制の強化

に努められたい。 

また、県税をはじめとする収入未済については、納税催促や滞納処分などを積極的に実施し、

収入確保に取り組んでいるが、回収可能な債権が欠損に至ることがないよう、適切な債権管理を

徹底されたい。 

 

７ 公用車の事故については、安全確認の不備によるものが非常に多い。今回、発生した事故のう

ち、３分の１が駐車場で起きたものである。また、県側の過失割合が大きい事故も多数発生した。

公用車を運転する際には周囲に十分注意を配り、同乗者がいる場合は誘導を依頼して安全を確保

するなど、事故を未然に防止するための取組を徹底されたい。 

 

８ 職場内の防災対策については概ね適切に行われていたが、一部の所属において、棚等の転倒防

止策が十分ではないと見受けられた箇所があった。地震による負傷者の約半数は、棚類の転倒・

落下が原因であることから、被害を最小限にとどめるためにも、所属でできる経済的かつ効果的

な対策を速やかに実施されたい。 

 

９ 各所属における内部統制の取組において、日常的モニタリングとして実施している自己点検が

形骸化している所属や、リスクの評価が適正でない所属が複数認められた。国費受入手続の不備

のような同様の誤りを繰り返すことのないよう、各所属においてはリスクをしっかりと把握する

とともに、リスクが発現した場合には速やかに原因やその背景を分析し、再発防止のための具体

的な改善策を講じられたい。 

また、令和７年度からは新財務会計システムの稼働や電子契約の導入など、財務事務を執り行

う環境が一新される。事務処理の混乱によりミスが生じることがないよう、所属全体で執行体制

の整備に取り組まれたい。 

 

10 事業を推進するにあたっては、常に県民の目線に立ち、かつ、経済性・効率性・有効性の

視点から現状と課題を分析するとともに、様々なアプローチから対応策を検討し、実行して

いくことが重要である。 

例えば、長期間活用されていない県有財産については、所管する部局の垣根を越えた利活

用を図ることにより、遊休状態の解消が進むことが期待できる。文化施設等への誘客促進に

ついても、関係する部局が協力して仕掛けを用意し、連携したプロモーションを展開するこ

とにより相乗効果を生み出すことができる。また、情報発信については、SNS の活用が進ん

でいるが、アクセス数が伸びていないなど、その利点を十分に発揮できていないものも見受

けられており、伝えたい相手に伝えたい情報が効果的に届けられるよう工夫を重ねていく必

要がある。 

各所属においては、事業の成果や課題を様々な角度から絶えず検証し、より経済性・効率

性・有効性を発揮するものとなるよう努められたい。 

 

　 　
福井県監査委員告示第５号
　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第５項および第７項の規定に基づき
実施した監査の結果に関する報告を同条第９項の規定により次のとおり公表する。
　　令和７年２月２５日
　　　　　　福井県監査委員　山本　建
　　　　　　同　　　　　　　松崎　雄城
　　　　　　同　　　　　　　五十嵐　昌子
　　　　　　同　　　　　　　伊藤　和弘
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財政援助団体等監査の結果および意見 
 
第１ 監査の概要 
  財政援助団体等における財務に関する事務の執行が適正に行われているか、また、団体に対する県の

指導、監督が適切に行われているか等について、福井県監査委員監査基準（令和２年福井県監査委員告

示第５号）に準拠し、監査を実施した。 
 
 １ 公表の対象団体 
   今回公表の対象とするものは、令和６年７月から令和７年２月までの間に監査を実施した３５団体

および当該団体に財政的援助等を行った県の所属（以下「所管所属」という。）である。 
   財政的援助等の種類別区分 
   対象団体を財政的援助等の種類により区分すると、次のとおりである。 

財政的援助等の種類 団体数 
県が資本金等の４分の１以上を出資・出えんしている団体 

（以下「出資・出えん団体」という。） １２ 

県が公の施設の管理を行わせている団体 
（以下「指定管理者」という。）  ６ 

県が補助金、貸付金、損失補償等の財政的援助を与えている団体 
（以下「補助金等交付団体」という。） ３０ 

    ※財政的援助等の種類が重複している団体があるため、実数は３５団体である。 
   
 ２ 監査の主眼 
   令和５年度事業を対象とし、次の事項を主眼として監査を実施した。 

 （１）出資・出えん団体 
     関係法令等を遵守し、出資目的に沿った業務が適正かつ効率的に執行されているか。 
  （２）指定管理者 
     関係法令等を遵守し、協定事項に基づき適正に業務が履行され、効率的な運営がなされている

か。 
  （３）補助金等交付団体 
     関係法令等を遵守し、補助金等の交付目的に沿って適正かつ効率的に執行されているか。 

（４）所管所属 

団体への指導、監督が適切に行われているか。 

     団体への補助金等の交付事務が適正に行われているか。 

 
３ 監査の実施内容 

対象３５団体のうち、１１団体については実地監査を、２４団体については書面監査を実施した。

また、所管所属については書面監査を実施した。 
（１）実地監査について 

対象団体に資料の提出を求め、事務局職員が実施した事前調査の結果を踏まえ、監査委員が対

象団体の関係者から説明を受けて実施した。 
（２）書面監査について 

対象団体、所管所属に資料の提出を求め、事務局職員が実施した事前調査の結果に基づき、監

査委員が書面により令和７年２月１２日に実施した。 

  

第２ 監査の結果 
 １ 概要   

監査を実施した結果、是正または改善を要するものは、指摘事項５件（団体１件、所管所属４

件）、指導事項４０件（団体２３件、所管所属１７件）であった。なお、勧告事項はなかった。       
※監査結果の処理区分は、次のとおりである。 

≪勧告事項≫ 
    指摘事項に該当するもののうち、次の全てについても該当するもの 

・ 社会的または財政的な影響が大きいもの 
・ 全庁的（組織的）な対応が求められるものであって、早急かつ確実な再発防止策を講じる必要があるもの 

≪指摘事項≫ 
    ・ 違法または不当な事項で、誤りの程度が重大なものまたは経済性に欠けるもの 
    ・ 故意または過失が原因となっているもの 

 ≪指導事項≫ 
    ・ 指摘事項にまでは至らないが、適正を欠くもの 
 
 ２ 監査の実施状況 
 （１）公立大学法人 福井県立大学 
   ア 実施年月日 令和６年８月７日 

イ 監査事項 
（ア）出資・出えん団体の概要 

ａ 団体の目的 
時代の進展に即応した魅力ある学術文化の拠点として、広い視野に立った高度の専門的知

識・技術を身に付けた創造力と実行力に富む人間性豊かな人材を養成するとともに、先端的な

特色ある研究を推進し、その学術情報を社会へ開放することにより、福井県はもとより、我が

国と世界の福祉の向上に寄与するため、大学を設置し、および管理すること。 
     ｂ 出資・出えん金等 

基本金等額 県の出資・出えん額 出資・出えん割合 
8,770,409,404 円 8,770,409,404 円 100.0％ 

（イ）補助金等の概要 
     ａ 補助金                                 

補助金の名称 補助金額 
公立大学法人福井県立大学施設整備費等補助金 182,356,900 円 

高等教育修学支援事業補助金 80,288,600 円 

未来協働プラットフォームふくい推進事業補助金 14,568,964 円 

     ｂ 交付金                                 
交付金の名称 交付金額 

公立大学法人福井県立大学運営費交付金 2,792,489,000 円 

   ウ 結果 
   団体に対する指導事項が３件認められた。 

 

（２）公益財団法人 ふくい産業支援センター 
   ア 実施年月日 令和６年８月７日 
   イ 監査事項 

（ア）出資・出えん団体の概要 
ａ 団体の目的 

        中小企業の経営革新、創業の促進および経営基盤の強化等を総合的に支援するとともに県

内企業の科学技術の研究開発、人材育成、ならびにデザイン振興を推進することにより、本
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県産業の活性化・高度化を図り、もって本県経済の発展に寄与すること。 
     ｂ 出資・出えん金等 

基本金等額 県の出資・出えん額 出資・出えん割合 
2,855,304,000 円 2,167,827,000 円 75.9％ 

（イ）公の施設の管理運営状況 
施設名 指定期間 令和５年度指定管理料 

福井県産業情報センター R3.4.1～R8.3.31 101,497,000 円＋利用料金制 

福井県中小企業産業大学校 R3.4.1～R8.3.31 44,774,000 円＋利用料金制 

（ウ）補助金等の概要 
     ａ 補助金                                 

補助金の名称 補助金額 
ふくい産業支援センター運営費補助金 187,557,870 円 

県内企業の DX 推進事業補助金 98,143,025 円 

おもてなし産業魅力向上支援事業補助金 54,207,736 円 

新事業チャレンジステップアップ事業補助金 11,000,000 円 

ＵＩターン移住創業支援事業補助金 10,917,984 円 

産業情報化支援事業費補助金 8,720,633 円 

ふくい型ベンチャー・エコシステム強化事業補助金 8,355,472 円 

ふくいの県産品マッチング機会創出支援事業補助金 8,133,515 円 

総合相談窓口設置事業補助金 7,711,000 円 

越境 EC を活用した販路開拓支援事業補助金 3,859,379 円 

福井デザインアカデミー開催事業補助金 3,080,000 円 

学生・若者起業チャレンジプロジェクト補助金 2,137,287 円 

産業デザインプロデュース事業補助金 1,859,000 円 

海外展示会等出展支援補助金 1,668,257 円 

     ｂ 負担金                                 
負担金の名称 負担金額 

福井県海外事務所（上海）運営負担金 28,700,776 円 

     ｃ 貸付金                                （単位：円） 
貸付金の名称 前年度末残高 当年度貸付額 当年度償還額 当年度末残高 

ふくい地域経済 
循環ファンド 

 

10,000,000,000 

 

0 

 

0 

 

10,000,000,000 

ふくいの逸品 
創造ファンド 

 

6,000,000,000 

 

0 

 

0 

 

6,000,000,000 

小規模企業者等 
設備導入資金 

 

53,711,441 

 

0 

 

22,166,862 

 

31,544,579 

ｄ 損失補償                                
損失補償の名称 損失補償残額 

小規模企業者等設備貸与事業損失補償 5,425,494 円 

   ウ 結果 
指導事項が５件（団体４件、所管所属１件）認められた。 

（３）公益社団法人 ふくい農林水産支援センター 
   ア 実施年月日 令和６年７月１６日 

   イ 監査事項 
    （ア）出資・出えん団体の概要 
     ａ 団体の目的 
       新規就農者への支援、農地中間管理事業、農林水産業に関する研修および教育等を行うこ

とにより、農林水産業の担い手の確保および育成、農業経営基盤の強化の促進を図り、もっ

て福井県の農林水産業の発展および環境の保全に寄与すること。 
     ｂ 出資・出えん金等 

基本金等額 県の出資・出えん額 出資・出えん割合 
802,040,000 円 651,000,000 円 81.1％ 

（イ）補助金等の概要 
     ａ 補助金                                 

補助金の名称 補助金額 
農地中間管理事業費補助金 82,021,729 円 

農林漁業研修事業費補助金 25,934,000 円 

新農業人育成確保促進事業費補助金 9,356,000 円 

農地中間管理事業費補助金（特例事業） 688,000 円 

     ｂ 貸付金                                 
貸付金の名称 前年度末残高 当年度貸付額 当年度償還額 当年度末残高 

就農支援資金 42,826,000 円 0 円 7,398,000 円 35,428,000 円 

   ウ 結果 
      指摘・指導事項はなかった。 
 

（４）一般財団法人 福井県産業廃棄物処理公社 
   ア 実施年月日 令和６年１２月２０日 
   イ 監査事項 
    （ア）出資・出えん団体の概要 
     ａ 団体の目的 
        福井県内から排出される廃棄物の適正な処理を確保するために必要な施設を設置し、およ

び管理し、もって県民の生活環境の保全と公衆衛生の向上に寄与すること、ならびに公営企

業の円滑かつ効率的な事業の推進を支援する事業および福井臨海工業地帯の振興に関する事

業を行い、公共の福祉増進および福井県経済の活性化に寄与すること。 
     ｂ 出資・出えん金等 

基本金等額 県の出資・出えん額 出資・出えん割合 
1,455,000,000 円 1,152,500,000 円 79.2％ 

   ウ 結果 
      指摘・指導事項はなかった。 
 

（５）株式会社 ハピラインふくい 
   ア 実施年月日 令和６年８月８日 

イ 監査事項 
（ア）出資・出えん団体の概要 

ａ 団体の目的 
①旅客鉄道事業②一般土木・建築・電気工事の設計、監理および請負業③広告業 

④駐車場業⑤小売業⑥不動産管理業⑦旅行業⑧前各号に附帯関連する一切の事業を営
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むこと。 

     ｂ 出資・出えん金等 
基本金等額 県の出資・出えん額 出資・出えん割合 

2,623,000,000 円 1,400,000,000 円 53.3％ 

（イ）補助金等の概要 
     ａ 補助金                                 

補助金の名称 補助金額 
並行在来線鉄道施設等整備支援事業補助金 36,240,440 円 

並行在来線新駅設置支援事業補助金 16,400,921 円 

ウ 結果 
団体に対する指導事項が１件認められた。 

 

（６）公益財団法人 青少年育成福井県民会議 
   ア 実施年月日 令和６年１２月２０日 

イ 監査事項 
（ア）出資・出えん団体の概要 

ａ 団体の目的 
次代の福井を担う青少年が、その誇りと責任を自覚し、自らの手で未来を開き、夢と希 

望に満ちて進むよう、青少年および青少年団体の健全育成を図り、もって郷土の進展に寄 

与すること。 

     ｂ 出資・出えん金等 
基本金等額 県の出資・出えん額 出資・出えん割合 

423,400,000 円 211,000,000 円 49.8％ 

（イ）補助金等の概要 
     ａ 補助金                                 

補助金の名称 補助金額 
青少年育成県民運動支援事業補助金 4,383,121 円 

   ウ 結果 
指摘・指導事項はなかった。 

 
（７）公益財団法人 福井県消防協会 

   ア 実施年月日 令和 6 年１2 月２0 日 
イ 監査事項 
（ア）出資・出えん団体の概要 

ａ 団体の目的 
        消防思想の普及啓発に努めるとともに、消防職団員の教養訓練および福利厚生、消防施設

等整備改善、消防活動等の強化充実を図り、もって社会の災厄を防止し、郷土の安全と県民

の福祉の増進に寄与すること。 
ｂ 出資・出えん金等 

基本金等額 県の出資・出えん額 出資・出えん割合 
264,149,165 円 100,000,000 円 37.8％ 

 ウ 結果 
指摘・指導事項はなかった。 

   
 

（８）一般財団法人 認知症高齢者医療介護教育センター 
   ア 実施年月日 令和６年１２月２０日 

イ 監査事項 
（ア）出資・出えん団体の概要 

ａ 団体の目的 
認知症高齢者対策に関する事業を行うことにより、健康で生きがいのある福祉社会の実現

に寄与すること。 
     ｂ 出資・出えん金等 

基本金等額 県の出資・出えん額 出資・出えん割合 
50,000,000 円 50,000,000 円 100.0％ 

（イ）公の施設の管理運営状況 
施設名 指定期間 令和５年度指定管理料 

福井県立すこやかシルバー病院 R3.4.1～R8.3.31 交付金 

（ウ）補助金等の概要 
ａ 交付金                                 

交付金の名称 交付金額 

診療報酬等交付金 605,300,783 円 

政策医療交付金 105,174,000 円 

ウ 結果 
指導事項が２件（団体１件、所管所属１件）認められた。 

 
（９）公益財団法人 福井県臓器移植推進財団 

   ア 実施年月日 令和６年１２月２０日 
イ 監査事項 
（ア）出資・出えん団体の概要 

ａ 団体の目的 
臓器移植の推進のための、臓器移植に関する県民への普及啓発、臓器移植希望者への支 

援および移植医療体制の整備等を行い、もって県民の健康および福祉の向上に寄与するこ

と。 

     ｂ 出資・出えん金等 
基本金等額 県の出資・出えん額 出資・出えん割合 

63,600,000 円 30,000,000 円 47.1％ 

（イ） 補助金等の概要 
ａ 補助金                                 

補助金の名称 補助金額 

臓器移植コーディネーター活動費補助金 5,736,000 円 

ウ 結果 
指摘・指導事項はなかった。 

 
（１０）公益財団法人 福井県生活衛生営業指導センター 
   ア 実施年月日 令和６年１２月２０日 
   イ 監査事項 

（ア）出資・出えん団体の概要 
     ａ 団体の目的 
        福井県における生活衛生関係営業の経営の健全化および振興を通じてその衛生水準の維持 

向上を図り、あわせて利用者または消費者の利益の擁護を図ること。 
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     ｂ 出資・出えん金等 
基本金等額 県の出資・出えん額 出資・出えん割合 

5,000,000 円 2,000,000 円 40.0％ 

（イ） 補助金等の概要 
ａ 補助金                                 

補助金の名称 補助金額 

生活衛生関係営業対策事業費補助金 17,267,185 円 

生活衛生関係営業振興事業補助金 3,000,000 円 

ウ 結果 
指導事項が３件（団体２件、所管所属１件）認められた。 

 
（１１）福井県酪農農業協同組合連合会 
   ア 実施年月日 令和７年２月１２日 

イ 監査事項 
（ア）出資・出えん団体の概要 

     ａ 団体の目的 
        会員が協同してその事業の振興を図り、もってその組合員の生乳価格形成の合理化と酪農

業の健全な発達を促進し、社会的地位の向上に寄与すること。 
     ｂ 出資・出えん金等 

基本金等額 県の出資・出えん額 出資・出えん割合 
93,692,000 円 43,912,000 円 46.8％ 

ウ 結果 
指摘・指導事項はなかった。 

 

（１２）公益財団法人 福井県林業従事者確保育成基金 

ア 実施年月日 令和６年１２月２０日 

イ 監査事項 

（ア） 出資・出えん団体の概要 

  ａ 団体の目的 

     福井県内において、林業従事者の就業環境を整備し、安定確保を図るとともに、本基金によ

り実施する各種事業を通じ、森林資源の適正な管理等による公益的機能の増大、地域経済の

発展、ひいては県民生活の向上に資すること。 
b 出資・出えん金等 

基本金等額 県の出資・出えん額 出資・出えん割合 
1,321,442,888 円 973,319,500 円 73.6％ 

（イ） 補助金等の概要 
ａ 補助金                                 

補助金の名称 補助金額 

森林整備担い手確保育成総合対策事業補助金 2,900,000 円 

ｂ 貸付金                                 

貸付金の名称 前年度末残高 当年度貸付額 当年度償還額 当年度末残高 
林業就業促進資金 6,541,000 円 0 円 2,159,000 円 4,382,000 円 

ウ 結果 

指導事項が２件（団体１件、所管所属１件）認められた。 
 

 

（１３）一般社団法人 福井県クレー射撃協会 

ア 実施年月日 令和７年２月１２日 
イ 監査事項 
（ア）公の施設の管理運営状況 

施設名 指定期間 令和５年度指定管理料 
福井県立クレー射撃場 R3.4.1～R8.3.31 2,750,000 円＋利用料金制 

ウ 結果 

（ア） 団体および所管所属に対する指摘事項が、次のとおり認められた。 
・ 指定管理者として管理を行っている福井県立クレー射撃場の利用料金について、条例で定

める限度額を超えた料金を徴収していた。 

・ 指定管理者に管理を行わせている福井県立クレー射撃場の利用料金について、条例で定め

る限度額を超えて設定されていることに気付かずに承認していた。    （スポーツ課） 

（イ） 団体に対する指導事項が１件認められた。 

 

（１４）学校法人 金井学園 
   ア 実施年月日 令和７年２月１２日 

イ 監査事項 
（ア）公の施設の管理運営状況 

施設名 指定期間 令和５年度指定管理料 
福井県立馬術競技場 R3.4.1～R8.3.31 5,000,000 円＋利用料金制 

（イ）補助金等の概要 
     ａ 補助金                                 

補助金の名称 補助金額 
私立高等学校教育振興補助金 523,213,130 円 

私立中学校教育振興補助金 54,969,382 円 

外国人介護福祉士確保促進事業補助金 14,400,000 円 

未来協働プラットフォームふくい推進事業補助金 8,066,147 円 

私立専修学校等教育振興補助金 4,114,500 円 

高等教育修学支援事業補助金 3,960,200 円 

私立専門学校地域人材育成支援事業補助金 2,066,368 円 

ウ 結果 
指摘・指導事項はなかった。 

 
（１５）坂井市シルバー人材センター・休暇村協会グループ 

ア 実施年月日 令和７年２月１２日 
イ 監査事項 
（ア）公の施設の管理運営状況 

施設名 指定期間 令和５年度指定管理料 
福井県越前三国オートキャンプ場 R3.4.1～R8.3.31 利用料金制 

ウ 結果 
指摘・指導事項はなかった。 
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（１６）ふくい福祉事業団・丹青社 福井県児童科学館運営共同事業体 
   ア 実施年月日 令和７年２月１２日 

イ 監査事項 
（ア） 公の施設の管理運営状況 

施設名 指定期間 令和５年度指定管理料 
福井県児童科学館 H31.4.1～R6.3.31 339,543,605 円＋利用料金制 

（イ） 補助金等の概要 
ａ 補助金                                 

補助金の名称 補助金額 
社会福祉施設等における感染拡大防止対策事業補助金 290,400 円 

ウ 結果 
（ア） 所管所属に対する指摘事項が次のとおり認められた。 

・補助金について、適正な検査をしていなかったため、４００円を過大に交付していた。 

                                   （児童家庭課） 

（イ） 所管所属に対する指導事項が１件認められた。 
 

（１７）一般社団法人 福井県私立学校退職金基金社団 
ア 実施年月日 令和７年２月１２日 
イ 監査事項 
（ア）補助金等の概要 

ａ 補助金                                 
補助金の名称 補助金額 

福井県私立学校退職金基金社団補助金 62,340,000 円 

ウ 結果 
      指摘・指導事項はなかった。 

 

（１８）京福バス 株式会社 
   ア 実施年月日 令和７年２月１２日 

イ 監査事項 
（ア）補助金等の概要 

     ａ 補助金                                 
補助金の名称 補助金額 

地域公共交通キャッシュレス化推進事業補助金 190,299,364 円 

生活バス路線維持対策事業補助金 112,358,000 円 

路線バス半額利用キャンペーン事業補助金 11,436,900 円 

交通事業者等への緊急支援事業補助金 5,631,000 円 

着地型観光バスツアー準備事業補助金 4,000,000 円 

越美北線・広域路線バス相互利用促進事業補助金 518,660 円 

交通事業者への緊急支援事業補助金 457,500 円 

ウ 結果 

（ア）所管所属に対する指摘事項が次のとおり認められた。 
・補助金について、適正な検査をしていなかったため、１０,０００円を過大に交付していた。 

                                （交通まちづくり課） 

（イ）指導事項が４件（団体２件、所管所属２件）認められた。 

 

 

（１９）公益社団法人 福井県バス協会 
   ア 実施年月日 令和７年２月１２日 

   イ 監査事項 
（ア）補助金等の概要 

 ａ 補助金                                 
補助金の名称 補助金額 

公共交通における人材確保支援事業補助金 5,289,000 円 

     ｂ 交付金                                 
交付金の名称 交付金額 

運輸事業振興助成交付金 13,816,000 円 

ウ 結果 
指導事項が３件（団体１件、所管所属２件）認められた。 

 

（２０）一般社団法人 若狭湾観光連盟 
   ア 実施年月日 令和７年２月１２日 

   イ 監査事項 
（ア）補助金等の概要 

     ａ 補助金                                 
補助金の名称 補助金額 

嶺南地域産業育成支援事業補助金 15,000,000 円 

     ｂ 負担金                                 
負担金の名称 負担金額 

嶺南地域産業育成支援事業負担金 9,940,000 円 

 ウ 結果 
指導事項が２件（団体１件、所管所属１件）認められた。 

 

（２１）芝政観光開発 株式会社 
   ア 実施年月日 令和７年２月１２日 

   イ 監査事項 
（ア）補助金等の概要 

 ａ 補助金                                 
補助金の名称 補助金額 

ふくいの魅力創造・発信応援事業補助金 10,000,000 円 

ウ 結果 
指摘・指導事項はなかった。 

 
（２２）福井県高等学校体育連盟 
   ア 実施年月日 令和７年２月１２日 

   イ 監査事項 
（ア）補助金等の概要 

 
 



令和７年２月25日（火） 福 井 県 報 第 338 号23

ａ 補助金                                 
補助金の名称 補助金額 

全国高等学校体育大会派遣費補助金 34,614,674 円 

競技力向上対策事業補助金 24,126,312 円 

北信越高等学校体育大会派遣費補助金 14,520,217 円 

北信越高等学校体育大会補助金 350,000 円 

福井県高等学校体育連盟補助金 188,000 円 

   ウ 結果 
指摘・指導事項はなかった。 

 
（２３）福井県民生委員児童委員協議会 
   ア 実施年月日 令和７年２月１２日 

   イ 監査事項 
（ア）補助金等の概要 

     ａ 補助金                                 
補助金の名称 補助金額 

地区民生委員協議会活動事業補助金 11,653,050 円 

民生委員・児童委員活動強化事業補助金 262,000 円 

   ウ 結果 
指摘・指導事項はなかった。 

 

（２４）社会福祉法人 町屋福祉会 
   ア 実施年月日 令和７年２月１２日 

   イ 監査事項 
（ア）補助金等の概要 

ａ 補助金                                 
補助金の名称 補助金額 

介護施設等整備事業補助金 32,615,000 円 

社会福祉施設におけるサービス継続支援事業補助金 8,927,000 円 

幼児教育の質の向上のための ICT 化支援事業補助金 621,000 円 

私立幼稚園等緊急環境整備事業補助金 92,000 円 

 ウ 結果 
      指摘・指導事項はなかった。 
 
（２５）社会福祉法人 坂井福祉会 
   ア 実施年月日 令和７年２月１２日 

   イ 監査事項 
（ア）補助金等の概要 

     ａ 補助金                                 
補助金の名称 補助金額 

軽費老人ホーム事務費補助金 16,391,949 円 

社会福祉施設におけるサービス継続支援事業補助金 1,647,000 円 

結核予防事業補助金 78,926 円 

   ウ 結果 
所管所属に対する指導事項が１件認められた。 
 

（２６）有限会社 あんしん村グループ 
   ア 実施年月日 令和７年２月１２日 

   イ 監査事項 
（ア）補助金等の概要 

     ａ 補助金                                 
補助金の名称 補助金額 

社会福祉施設におけるサービス継続支援事業補助金 5,527,000 円 

交通事業者等への緊急支援事業補助金 25,000 円 

   ウ 結果 
所管所属に対する指摘事項が次のとおり認められた。 

・補助金について、申請額の誤りに気付かず、２０,０００円を過大に交付していた。 

                                   （長寿福祉課） 
 

（２７）一般社団法人 福井県医師会 
   ア 実施年月日 令和７年２月１２日 

   イ 監査事項 
（ア）補助金等の概要 

     ａ 補助金                                 
補助金の名称 補助金額 

地域医療連携システム構築事業補助金 58,966,000 円 

医療体制推進事業補助金 7,200,000 円 

   ウ 結果 
指導事項が３件（団体２件、所管所属１件）認められた。 
 

（２８）特定非営利活動法人 親子関係支援センターやまりす 
   ア 実施年月日 令和７年２月１２日 

   イ 監査事項 
（ア）補助金等の概要 

     ａ 補助金                                 
補助金の名称 補助金額 

施設退所児童自立サポート事業費補助金 7,155,000 円 

児童家庭支援センター運営費補助金 749,000 円 

新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化事業補助金 450,000 円 

 ウ 結果 
指導事項が３件（団体２件、所管所属１件）認められた。 
 

（２９）福井県商工会連合会 
   ア 実施年月日 令和７年２月１２日 

   イ 監査事項 
（ア）補助金等の概要 

     ａ 補助金                                 
補助金の名称 補助金額 

小規模事業経営支援事業費補助金 589,574,189 円 

企業活動分析による収益力強化事業補助金 90,398,352 円 

オールふくい取引適正化推進事業補助金 3,100,000 円 
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ウ 結果 
      指摘・指導事項はなかった。 

 
（３０）小浜商工会議所 
   ア 実施年月日 令和７年２月１２日 

   イ 監査事項 
（ア）補助金等の概要 

     ａ 補助金                                 
補助金の名称 補助金額 

小規模事業経営支援事業費補助金 37,173,991 円 

オールふくい取引適正化推進事業補助金 838,930 円 

地域連携創業支援事業補助金 772,054 円 

   ウ 結果 
指摘・指導事項はなかった。 
 

（３１）一般社団法人 福井県眼鏡協会 
   ア 実施年月日 令和７年２月１２日 

   イ 監査事項 
（ア）補助金等の概要 

 ａ 補助金                                 
補助金の名称 補助金額 

眼鏡産業国内外販路拡大支援事業補助金 8,000,000 円 

   ウ 結果 
指導事項が２件（団体１件、所管所属１件）認められた。 
 

（３２）一般社団法人 福井県農業会議 
   ア 実施年月日 令和７年２月１２日 

   イ 監査事項 
（ア）補助金等の概要 

 ａ 補助金                                 
補助金の名称 補助金額 

福井県農業会議補助金 23,460,000 円 

農業経営基盤強化促進対策事業費補助金 10,594,000 円 

ｂ 交付金                                 
交付金の名称 交付金額 

機構集積支援事業交付金 13,806,778 円 

   ウ 結果 
指導事項が３件（団体１件、所管所属２件）認められた。 
 

（３３）福井県燃油価格高騰緊急対策協議会 
   ア 実施年月日 令和７年２月１２日 

   イ 監査事項 
（ア）補助金等の概要 

   ａ 補助金                                 
補助金の名称 補助金額 

ふくいの農業生産緊急支援事業費補助金 9,272,237 円 

   ウ 結果 
所管所属に対する指導事項が１件認められた。 
 

（３４）春江町土地改良区 
   ア 実施年月日 令和７年２月１２日 

   イ 監査事項 
（ア）補助金等の概要 

 ａ 補助金                                 
補助金の名称 補助金額 

県単土地改良事業補助金 10,035,000 円 

ウ 結果 
指摘・指導事項はなかった。 
 

（３５）株式会社 デイリーエッグツチダ 
   ア 実施年月日 令和７年２月１２日 

   イ 監査事項 
（ア）補助金等の概要 

     ａ 補助金                                 
補助金の名称 補助金額 

意欲あるふくいの畜産支援事業補助金 6,855,000 円 

   ウ 結果 
      指摘・指導事項はなかった。 

 
３ 指導事項 

 （１） 団体に対する主な指導事項 

・ 補助金交付事務マニュアルに定める適正な手続が執られていないものがあった。 
１０万円以上の特命随意契約を締結する際、理由書を作成していなかった。 
１０万円以上の金額を支出する場合は、原則、複数の業者から見積書を徴することとなってい 
るが、１者からのみ見積書を徴し決定していた。 

・ 金額を誤った実績報告書を提出し、補助金を過大に受領していたものがあった。 

・ 委託契約において、契約書に契約保証金の条項を定めていないものがあった。 
（２） 所管所属に対する主な指導事項 

・ 補助金交付事務マニュアルに定める適正な手続が執られていないにもかかわらず、検査を適とし

ているものがあった。 
  ・ 補助金交付要綱および交付事務マニュアルについて、記載内容が誤っているものがあった。 
 

第３ 監査の意見 

  監査の結果について、次のとおり意見を付す。 

 

 １ 出資・出えん団体  
一部の団体において、内部規程に定められた事務手続が執られていないものが認められたので、

規程の遵守を徹底されたい。 
所管所属においては、各団体の会計処理や事務手続が適正に行われ、出資目的に沿った業務が効

果的・効率的に実施されるよう、指導、監督に努められたい。 
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２ 指定管理者 
条例に定める限度額を超えた料金を徴収している団体があったほか、一部の団体において、内部

規程に定められた事務手続が執られていないものが認められた。 
指定管理者においては、条例や基本協定書、内部規程に基づき適正な事務執行を徹底するととも

に、施設のさらなる利用促進および利用者サービスの向上に努められたい。 
所管所属においては、指定管理者の業務が基本協定書等に基づき適正に実施されるよう、事業報

告書等による管理運営状況の的確な把握はもとより、定期的に実地調査を行い、適切な指導、監督

を徹底されたい。 
  
 ３ 補助金等交付団体 

    一部の団体において、補助金等交付規則に基づく手続を誤っているものや交付事務マニュアル等

に定められた事務手続が執られていないものが認められたので、適正な事務執行に努められたい。  

また、補助対象事業の計画と実績が乖離しているものが認められたので、事業内容を十分に吟味 

し、実態に即した事業計画の作成に努められたい。 

所管所属においては、各団体に対し不備があった事務手続等が改善されるよう指導を徹底された

い。また、適正な検査がされていないものや、補助対象経費の確認不足による過大交付が認められ

たので、再発防止を図られたい。 

福井県内水面漁場管理委員会指示第７号
　漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１２０条第１項および第１７１条第４項の規定
に基づき、こい（マゴイおよびニシキゴイをいう。以下同じ。）の取扱いについて次のよ
うに指示する。
　ただし、公的機関が試験研究に供する場合はこの限りでない。
　　令和７年２月２５日
　　　　　　福井県内水面漁場管理委員会
　　　　　　　会長　此下　美千雄
第１　指示の内容
　１　持ち出しの禁止
　　 　公共用水面およびこれと連接一体をなす水面において、コイヘルペスウイルス病が
発生している若しくは発生している疑いがあると福井県知事が認めた場合は、当該水
域において、食用に供する場合、採捕した同一水域内で増殖行為を行う場合および福
井県内水面漁場管理委員会が承認した場合を除き、こいを持ち出してはならない。

　　 　この場合、福井県内水面漁場管理委員会は、当該水域の範囲について速やかに公表
するものとする。

　２　放流の制限
　　 　公共用水面およびこれと連接一体をなす水面にこいを放流する場合は、放流用のこ
いが⑴、⑵の全てを満たしていること。

　　⑴ 　コイヘルペスウイルス病の発生が確認された水域に生息していたこいでないこと
。

　　⑵ 　コイヘルペスウイルス病の発生が確認された水域に生息していたこいと水を介し
ての接触がないこと。

　　　ただし、採捕したこいを採捕した同一水域内に再放流する場合は除く。
第２　指示の期間
　　令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

内水面漁場管理委員会指示

内水面漁場管理委員会告示
福井県内水面漁場管理委員会告示第１号
　福井県内水面漁場管理委員会指示第７号に基づく水域の範囲を次のように定める。
　　令和７年２月２５日
　　　　　　福井県内水面漁場管理委員会
　　　　　　　会長　此下　美千雄
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１ 　早瀬川水系（久々子湖、水月湖、菅湖、三方湖ならびにこれらの湖に接続する河川本
流および支流）
２ 　九頭竜川水系（九頭竜川本流および支流）
３ 　大聖寺川水系。但し、福井県内の水域に限る。（大聖寺川、北潟湖ならびに接続する
河川本流および支流）
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